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貸 借 対 照 表                                  

 

 2023 年 3月 31 日現在   （単位：百万円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科   目 金  額 科   目 金  額 

流 動 資 産 10,494 流 動 負 債 5,283 

現 金 及 び 預 金 154 支 払 手 形 133 

受 取 手 形 419 買 掛 金 3,901 

電 子 記 録 債 権 1,593 未 払 金 137 

売 掛 金 3,731 未 払 消 費 税 等 2 

商 品 2,554 未 払 法 人 税 等 293 

仕 掛 品 246 未 払 費 用 10 

原 材 料 157 前 受 金 11 

未 着 品 87 預 り 金 177 

未 収 金 18 関 係 会 社 預 り 金 397 

前 渡 金 91 賞 与 引 当 金 154 

前 払 費 用 49 役 員 賞 与 引 当 金 9 

関係会社短期貸付 金 149 そ の 他 58 

関 係 会 社 預 け 金 1,248   

そ  の  他 9 固 定 負 債 704 

貸 倒 引 当 金 △12 退 職 給 付 引 当 金 562 

  役員退職慰労引当金 94 
  資 産 除 去 債 務 49 

固 定 資 産 1,812   

有 形 固 定 資 産 112   

建        物 56   

機 械 装 置 20 負 債 合 計 5,987 

車 両 運 搬 具 0 純 資 産 の 部 

備 品 17 株 主 資 本 6,292 

金 型 16 資 本 金 1,000 

土 地 2 利 益 剰 余 金 5,292 

無 形 固 定 資 産 56 利 益 準 備 金 250 

ソ フ ト ウ ェ ア 56 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,042 

投 資 そ の 他 の 資 産 1,644 別 途 積 立 金 3,600 

投 資 有 価 証 券 194 繰 越 利 益 剰 余 金 1,442 

関 係 会 社 株 式 543   

出 資 金 6 評 価 ・ 換 算 差 額 等 27 

関 係 会 社 出 資 金 208 その他有価証券評価差額金 41 

会 員 権 40 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △15 

関係会社長期貸付金 286   

従 業 員 長 期 貸 付 金 0   

繰 延 税 金 資 産 275   

そ の 他 93   

    

  純 資 産 合 計 6,319 

資 産 合 計 12,306 負 債 及 び 純 資 産  合  計 12,306 

 



損 益 計 算 書                               

 

 2022 年 4月 1 日から 

 2023 年3 月 31 日まで 

 （単位：百万円） 

科 目 金 額 

売 上 高  20,037 

売 上 原 価  16,407 

売 上 総 利 益  3,630 

販売費及び一般管理費  2,511 

営 業 利 益  1,119 

営 業 外 収 益   

受取利息及び配当金 9  

受 取 賃 貸 料 1  

そ の 他 19 29 

営 業 外 費 用   

支払利息及び割引料 9  

そ の 他 1 10 

経 常 利 益  1,138 

特 別 利 益   

   固 定 資 産 売 却 益 0 0 

特 別 損 失   

   固 定 資 産 除 売 却 損 0  

   減 損 損 失 2 2 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,136 

法人税、住民税及び事業税 373  

法 人 税 等 調 整 額 △23 350 

当 期 純 利 益  786 

 

 



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 
2022 年 4月 1 日から 

2023 年 3月 31 日まで 
（単位：百万円） 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

合計 

 

資本金 

利益剰余金 

株主 

資本 

合計 

その他 

有価証

券評価 

差額金 

繰延 

ヘッジ 

損益 

評価・ 

換算 

差額等 

合計 
利益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益 

剰余金 

合計 別途 

積立金 

繰越 

利益 

剰余金 

その他 

利益 

剰余金 

合計 

当期首残高 1,000 242 3,600 1,006 4,606 4,848 5,848 165 36 201 6,049 

当期変動額            

利益準備金への

繰入額 
– 8 – △8 △8 – – – – – – 

剰余金の配当 – – – △342 △342 △342 △342 – – – △342 

当期純利益 – – – 786 786 786 786 – – – 786 

株主資本以外の

項目の当期変動

額(純額) 
– – – – – – – △123 △51 △174 △174 

当期変動額 

合計 
– 8 – 437 437 444 444 △123 △51 △174 270 

当期末残高 1,000 250 3,600 1,442 5,042 5,292 6,292 41 △15 27 6,319 

 

 

 

 

 

 

 

 



個 別 注 記 表 
 

１．重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 ----------- 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの---- 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

市場価格のない株式等------------- 移動平均法による原価法 

②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

③デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 
 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 ----------- 定額法 

②無形固定資産 ----------- ソフトウェアについては、社内利用可能期間(主として 5年間)に基づく 

 定額法を採用しております。 
 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ------------- 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 ------------- 従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基

づき計上しております。 

③役員賞与引当金 --------- 役員賞与の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づ

き計上しております。 

④退職給付引当金 --------- 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

             数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。  

⑤役員退職慰労引当金 ----- 役員の退職慰労金の支出に備えるため、社内規程に基づく当事業年度末

における要支給額を計上しております。 
 

（４）収益及び費用の計上基準 

    商品の販売に係る収益は、主に織・編物及び発砲スチロールの成形品の卸売による販売であり、顧 

客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品の国内 

販売において、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であること 

から、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの間の一時点（みなし着荷日）で収益を 

認識しております。 

 当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。 
 

（５）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

為替予約 --------------- 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替変動リスクのヘッジにつ

いて振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理によっておりま

す。 

 

 



②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ------------- 為替予約取引 

ヘッジ対象 ------------- 外貨建金銭債権債務 

③ヘッジ方針 ------------- 主として、当社内部規程に基づき、外貨建取引の為替相場の変動リスク

を回避する目的で、為替予約取引を行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 - 為替予約取引については、ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨種別、行使日、

金額等の条件が、ほぼ同一であり、相関関係が高いことから、有効性の

判定を省略しております。 
 

２．収益認識に関する注記 

 （１）収益を理解するための基礎となる情報 

    「１．重要な会計方針に係る事項」の「（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 
 

３．会計上の見積りに関する注記 

  会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る 

計算書類に重要な影響を及ぼす可能性のあるものは、次のとおりです。 

繰延税金資産 275 百万円 

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積もっており

ます。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発

生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産

の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

  なお、繰延税金資産の回収可能性の判断等の会計上の見積りについては、翌事業年度以降においても、

新型コロナウイルス感染症の影響が継続するとの一定の仮定をおいたうえで慎重に検討しております。 

 

４．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 620 百万円 

 

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 1,456 百万円 

長期金銭債権 286 百万円 

短期金銭債務 836 百万円 

 

５．損益計算書に関する注記 

（１）関係会社との取引高 

営業取引高 

売上高 440 百万円 

仕入高 2,637 百万円 

営業取引以外の取引高 

受取利息 2 百万円 

支払利息 1 百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式の総数に関する事項 

（単位：株） 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 2,000,000 – – 2,000,000 

 

（２）配当に関する事項 

① 配当金支払額 

（単位：円） 

決議 株式の種類 配当金の総額 
1 株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

2022 年 6月 24 日 

定時株主総会 
普通株式 342,000,000 171.0 2022 年 3月 31 日 2022 年 6月 24 日 

 

② 基準日が当期に属する配当のうち、効力発生が翌期となるもの 

（単位：円） 

株式の種類 
配当金の 

総額 

配当金 

の原資 

1 株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

普通株式 394,000,000 利益剰余金 197.0 2023 年 3月 31日 2023 年 6月 23 日 

 

７．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因及び原因別の内訳 
 

繰延税金資産  

退職給付引当金 172百万円 

賞与引当金 47百万円 

ゴルフ会員権 37百万円 

関係会社出資金評価損 34百万円 

役員退職慰労引当金 29百万円 

棚卸資産 1百万円 

貸倒引当金繰入限度超過額 4百万円 

資産除去債務 15百万円 

その他 36百万円 

繰延税金資産小計 374百万円 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △72百万円 

評価性引当額小計 △72百万円 

繰延税金資産合計 303百万円 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 18百万円 

資産除去債務に対する除去費用 10百万円 

繰延税金負債合計 28百万円 

繰延税金資産の純額 275百万円 

 
８．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等及び親会社である東レ(株)のＣＭＳ（キャッシュ・

マネジメント・システム）に限定し、資金調達についてはＣＭＳを利用しております。 

受取手形、電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程の整備運用並びに

取引信用保険の加入によりリスク低減を図っております。 

短期貸付金及び長期貸付金は、主として子会社に対するものであります。 

投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 



営業債務である支払手形及び買掛金は、1年以内の支払期日であります。 

関係会社預り金は、子会社からのものであり、当社グループの資金の一元管理を行う目的により

調達されたものであります。 

なお、デリバティブ取引については、内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしておりま

す。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

2023 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、市場価格がないものについては、次表には含まれておりません

（(注 2)、（注 3）参照）。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額(*) 
時 価(*) 差 額 

（１） 現金及び預金 

（２） 受取手形、電子記録債権 

及び売掛金 

貸倒引当金(*1) 

 

（３） 関係会社短期貸付金 

（４） 関係会社預け金 

（５） 投資有価証券 

その他有価証券 

（６） 関係会社長期貸付金 

154 

5,743 

 

△12 

154 

 

– 
 

5,732 5,732 – 
149 

1,248 

 

192 

286 

149 

1,248 

 

192 

286 

– 
– 
 

– 
– 

資産計 7,419 7,419 – 
（１）支払手形及び買掛金 

（２）関係会社預り金 

(4,034) 

(397) 

(4,034) 

(397) 

– 
– 

負債計 (4,431) (4,431) – 
デリバティブ取引 (*2) (21) (21) – 
(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

(*1) 受取手形、電子記録債権及び売掛金は、それぞれに対応する貸倒引当金を控除しております。 

(*2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 
 

（注 1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

（１）現金及び預金、（２）受取手形、電子記録債権及び売掛金、（３）関係会社短期貸付 

金、並びに（４）関係会社預け金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

（５）投資有価証券 

これらの時価について、上場株式は取引所の価格によっております。 

（６）関係会社長期貸付金 

変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用状

態が大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

 

負 債 

（１）支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

（２）関係会社預り金 

変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額

にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 



 

デリバティブ取引 

① ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。 

② ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の決算日における契約額又は契約にお

いて定められた元本相当額等は、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

ヘッジ会計 

の方法 

デリバティブ 

取引の種類 

主な 

ヘッジ 

対象 

契約額等 

時価 

当該時価 

の 

算定方法 
 うち 

１年超 

原則的 

処理方法 

為替予約取引 

買建 

米ドル 

 

買掛金 

 

 

890 

 

 
– 
 

 

△22 

 

取引先金融

機関から提

示された価

格等によっ

ております。 

為替予約取引 

売建 

米ドル 

売掛金 

 

53 

 

 
– 
 

 

1 

 

為替予約の

振当処理 

為替予約取引 

買建 

米ドル 

買掛金 

 

37 

 

 
– 
 

(※)  
為替予約取引 

売建 

米ドル 

売掛金 

 

59 

 

 
– 
 

（※）為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体

として処理されているため、その時価は、当該売掛金及び買掛金の時価に含めて記載

しております。 

（注 2） 非上場株式（貸借対照表計上額 2百万円）は、市場価格がないため「資産（５）投資有価

証券」に含めておりません。 

（注 3） 関係会社株式（貸借対照表計上額 543 百万円）及び関係会社出資金（貸借対照表計上額 208

百万円）は、市場価格がないため記載しておりません。 

 
（会計方針の変更） 

 （時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

   「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021 年 6 月 17 日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用

指針第 27-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針

を将来にわたって適用することとしております。 

   この変更が計算書類等に与える影響はありません。 

 
 ９．資産除去債務に関する注記 
（１） 当該資産除去債務の概要 

大阪本社事務所、金沢本店事務所、及び東京支店事務所の不動産賃借契約に伴う原状回復義務で

あります。 
 
（２） 当該資産除去債務の金額の算定方法 

（大阪本社事務所） 

使用見込期間を取得から 20 年と見積り、割引率は 0.662%を使用して資産除去債務の金額を計 

算しております。 

（金沢本店事務所） 

使用見込期間を取得から 10 年と見積り、割引率は 0.035%を使用して資産除去債務の金額を計 

算しております。 

(東京支店事務所) 

      使用見込期間を取得から 5年と見積り、割引率は△0.123%を使用して資産除去債務の金額を計 

 



しております。 

 

（３） 当事業年度における当該資産除去債務の総額の記載 
                    （単位：百万円） 
当期首残高 48 

時の経過による調整額 0 

当期末残高 49 

 

１０．関連当事者との取引に関する注記 
（単位：百万円） 

種類 会社等の名称 
議決権の 

所有 

関連当事者との

関係 
取引内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

親会社 東レ株式会社 
90.0％ 

（被所有） 

当社商品の販売 

原材料の買付 

資金の貸借 

織物等の販売(注 1) 370 売掛金 30 

原糸･織物等の仕入 

(注 1) 
966 買掛金 275 

資金の預入れ(注 2) 

利息の受取(注 4) 

△334 

1 
関係会社預け金 

 

1,248 

 

子会社 
丸一繊維株式会

社 

49.0％ 

(直接所有) 

51.0％ 

(間接所有) 

原材料の買付 

資金の貸付 

役員の兼任 

原糸の仕入(注 1) 28 買掛金 - 

資金の回収(注 3) 

利息の受取(注 4) 

△100 

2 

関係会社短期貸

付金 

関係会社長期貸

付金 

流動資産その他 

（未収収益） 

149 

 

286 

 

0 

子会社 
創和テキスタ 

イル株式会社 

64.5％ 

(直接所有) 

18.4％ 

(間接所有) 

加工委託 

当社商品の販売 

役員の兼任 

織物･編物等の加工

委託(注 1) 
438 買掛金 44 

原糸･織物･編物等

の販売(注 1) 
67 

電子記録債権 

売掛金 

3 

3 

子会社 
優水化成工業 

株式会社 

80.6％ 

(直接所有) 

当社商品の販売 

加工委託 

資金の運用 

役員の兼任 

資材等の販売（注 1） 1 売掛金 0 

EPS 成形品の仕入 

(注 1) 

原材料の販売(注 1) 

1,093 

 

153 

買掛金(注 5) 

  

91 

  

預り金の返済(注 3) 

利息の支払(注 4) 

△90 

1 
関係会社預り金 390 

子会社 
一村（上海）貿

易有限公司 

100.0％ 

(直接所有) 

業務受託 

原材料等の買付 

役員の兼任 

業務受託料の受取

(注 6) 
2 売掛金 - 

原糸･織物･編物等

の仕入(注 1) 
112 買掛金 1 

親会社

の子会

社 

蝶理株式会社 － 
当社商品の販売 

織物等の買付 

織物等の販売（注 1） 275 
電子記録債権 

売掛金 

44 

26 

織物等の仕入（注 1） 528 買掛金 218 

取引条件及び取引条件の決定方針 

（注1） 販売及び仕入については市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。 

（注2） 資金の貸借については、親会社が資金の一元管理を行う目的で導入しているＣＭＳの利用による

もので、取引金額については前期末残高からの純増減額を記載しております。 



（注3） 資金の貸付け、預け入れについては、当社グループの資金の一元管理を行う目的によるもので、

取引金額については前期末残高からの純増減額を記載しております。 

（注4） 利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

（注5） 仕入に係わる債務と販売に係わる債権については、これらを相殺の上、決済しております。 

（注6） 業務受託料の計算に用いる料率については、個別の案件ごとにその性質に応じて、協議の上決定

しております。 

※ 上記表に記載されている取引金額には消費税等を含めておりません。また期末残高には消費税等

を含めております。 

 

１１．１株当たり情報に関する注記 

（１）1 株当たり純資産額 3,159 円 34 銭 

（２）1 株当たり当期純利益 392 円 95 銭 

 

１２．その他 

（１）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 

 

 

 


